
東京労働局（局長 伊岐典子）では、平成２６年３月高等学校卒業予定者の９月末

日現在の就職内定状況等を取りまとめました。 

 

就職内定率は 40.4％で対前年同期比 8.3ポイント上昇！ 

 

求人数は同 20.5％増加し、求人倍率も 3.96倍で同 0.74ポイント上昇！ 
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 都内ハローワークが受理した平成 26 年 3 月高等学校卒業予定者向けの求人は、平

成 25年 9月 30日現在で、前年同期を 20.5％上回る 23,469件となり、就職を希望す

る高校生にとって明るい兆しが見えています。 

また、同日現在の就職内定率も、求人の増加傾向などを受け、前年同期を 8.3ポイ

ント上回る 40.4％となりました。（資料１） 

 

東京労働局及びハローワークでは、同日現在未内定となっている 3,534人の生徒に 

ついて「ひとりにしない」「あきらめさせない」きめ細やかな就職支援を実施し、卒

業までに全員が就職内定を得られるよう、求人情報の提供やマンツーマンによる個別

支援、就職面接会などを積極的に実施し、一日でも早い就職の実現を支援してまいり

ます。 

なお、当該支援の一環として 11月 21日、22日に「高校生合同就職フェア」を東京 

新卒応援ハローワーク（新宿区西新宿）において開催いたします。（資料２） 

 

（添付資料）  

・資料１「平成 26年 3月新規高等学校卒業予定者求人・求職・就職状況（平成 25年 9月末日現在）」 

・資料２「高校生合同就職フェア」開催リーフレット 

・「取材申込書」 

※各報道機関の取材は、別添「取材申込書」に必要事項を記入のうえ、東京労働局職業安定部職

業安定課新卒支援係まで送付願います。 

東京新卒者就職応援本部発表 

（ 東 京 労 働 局 ） 

平成２５年１１月１４日  

平成 26年 3月高等学校卒業予定者の就職内定状況等 

【平成 25年 9月末日現在】 

～ 就職内定率が大幅アップ！ ～ 

 



合 ２６年３月卒 104,624 7,110 5,931 2,511 2,397 3,534 23,469 3.96 2,232 40.4

２５年３月卒 108,041 7,094 6,044 2,042 1,939 4,105 19,477 3.22 2,314 32.1

計 対前年増減比 ▲ 3.2 0.2 ▲ 1.9 23.0 23.6 ▲ 13.9 20.5 0.74 p - 8.3 p

２６年３月卒 51,523 4,319 3,522 1,557 1,485 2,037 42.2

男 ２５年３月卒 53,439 4,339 3,634 1,293 1,222 2,412  33.6

対前年増減比 ▲ 3.6 ▲ 0.5 ▲ 3.1 20.4 21.5 ▲ 15.5  8.6 p

２６年３月卒 53,101 2,791 2,409 954 912 1,497 37.9

女 ２５年３月卒 54,602 2,755 2,410 749 717 1,693  29.8

対前年増減比 ▲ 2.7 1.3 0.0 27.4 27.2 ▲ 11.6  8.1 p

（注）　①卒業予定者数は、「求職動向報告（学報２号及び３号」（平成２５年５月１５日現在：新卒支援係調べ）による。

　　　　②求職（雇用）者数は、学校又は安定所の紹介による就職を希望するものをいう。

   平成２６年３月新規高等学校卒業予定者求人・求職・就職状況（平成２５年９月末日現在）

高校
①　卒業

予定者数

②　就職

希望者数

③　求職（雇用）

者数

④　②のうち就職

決定者数

⑤　③のうち就職

決定者数

⑥　③のうち就職

未決定者数
⑦求人数

⑧求人倍率 ⑨　⑦に対する

充足数

⑨ 就職内定率

（⑦/③） （⑤/③）

◆平成25年9月末日現在の内定率は、前年同期比8.3P増の40.4％ 
  男子は、42.2％（前年比8.6P増）、女子は37.9％（前年比8.1P増） 
◆就職決定者は、2,397人（前年比23.6％増）、うち男子1,485人（前年比21.5P％増） 
  女子は912人（前年比27.2％増） 
◆未内定者は、3,534人（前年比13.9％減）、うち男子2,037人（前年比15.5％減）、 
  女子は1,497人（前年比11.6％減） 
◆求人数は、23,469人（前年比20.5％増）、求人倍率は3.96倍（前年比0.74P増） 

区　　分   

職  業  別 24年 25年 増減率

19,479 23,469 20.5%

2,098 2,690 28.2%

Ｃ　事務的職業（25～31） 1,523 1,741 14.3%

Ｄ　販売職業（32～34） 2,768 3,026 9.3%

Ｅ　サービスの職業 4,974 6,259 25.8%

理容・美容師等（38） 964 1,311 36.0%

調理師見習等（39） 1,129 1,325 17.4%

飲食店店員等（40） 1,094 1,606 46.8%

その他（35～37・41・42） 1,787 2,017 12.9%

7,561 9,013 19.2%

3,900 4,053 3.9%

946 1,202 27.1%

2,212 3,139 41.9%

503 619 23.1%

Ｆ，Ｇ　その他の職業（43～48） 555 740 33.3%

Ａ，Ｂ　専門的、技術的、管理的職業（01～24）

その他（65～68）

③　採掘・建設・労務の職業（70・
71・73～78）

Ｈ，Ｉ，Ｊ，Ｋ　技能工、採掘、製造、建築の職業
（49～78）

①　製造・製作の職業（49～64）

②　定置機関・建設機械運転
（69・72）

(1)  求  人  数

 合            計

職業別求人数 

◆平成25年9月末現在の職業別求
人数は、全職業で前年を上回った。 

 特に、前年同期比を大幅に上回っ
た職業として、「飲食店店員等」が
46.8％増、「採掘・建設・労務の職
業」が41.9％増、「理容・美容師等の
職業」が36.0％増となった。 

【資料1】 



産業別求人数 

区　　分

産　業　別 24年 25年 増減率

            合　　　 　　計 19,479 23,469 20.5%

A,B 農・林・漁業 (01～04) 27 24 -11.1%

C 鉱業，採石業，砂利採取業 (05) 37 47 27.0%

D 建    設    業 (06～08) 2,476 3,680 48.6%

E 製    造    業 (09～32) 3,483 3,594 3.2%

F 電気・ガス・熱供給・水道業 (33～36) 255 300 17.6%

G 情報通信業 (37～41) 417 428 2.6%

H 運輸業，郵便業 (42～49) 1,564 1,966 25.7%

I 卸売業，小売業 (50～61) 3,559 3,804 6.9%

J 金融業，保険業 (62～67) 70 98 40.0%

K 不動産業，物品賃貸業 (68～70) 353 492 39.4%

L 学術研究，専門・技術サービス業 (71～74) 398 538 35.2%

M 宿泊業，飲食サービス業 (75～77) 1,938 2,471 27.5%

N 生活関連サービス業，娯楽業 (78～80) 1,423 1,922 35.1%

O 教育，学習支援業 (81,82) 29 27 -6.9%

P 医療，福祉 (83～85) 1,894 1,994 5.3%

Q 複合サービス事業 (86,87) 14 19 35.7%

R サービス業(他に分類されないもの) (88～96) 1,517 2,052 35.3%

S,T 公務，その他 (97～99) 25 13 -48.0%

(1) 求 人 数

区　　分

規　模　別 24年 25年 増減率

　　　 合　　　　　　計 19,479 23,469 20.5%

　　　　２９人以下 5,919 7,772 31.3%

　　　　３０～９９人 4,930 5,870 19.1%

　　　１００～２９９人 3,715 4,273 15.0%

　　　３００～４９９人 932 1,294 38.8%

　　　５００～９９９人 983 1,155 17.5%

　　　１，０００人以上 3,000 3,105 3.5%

(1)求人数

規模別求人数 

◆平成25年9月末現在の産業別求

人数は、「農・林・漁業」、「教育、学
習支援業」、「公務・その他」以外の
全産業で前年を上回った。 

 特に、前年同期比を大幅に上回っ
ている産業として、「建設業」が
48.6％増、「不動産業、物品賃貸業」
が39.4.％増、「サービス業」が35.3％
増となった。 

◆平成25年9月末現在の規模別求
人数は、全規模別で前年を上回った。 

 特に、前年同期比を大幅に上回っ
ている規模別として、「300～499人」
が38.8％増、「29人以下」が31.3％増
となった。 



【資料2】 


